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一
　
はじめに
　
現代雇用社会において、正規・非正規を問わず労働者の実態は、個別的労働関係でも集団的労使関係でも、労働者
がそれらの主体的地位からますます遠い存在になっているように思える。労働者の組織率は低迷を続け、二〇％を切って久しい
（（
（
。二〇一五年春闘における政府主導による経済界への賃金アップの要請やそれへの経済界の反応はそれを
反映し いるのであろう。労使関係の中で客体化する労働者に呼応して、個別労働関係における労働者の個化も顕著になっていることもまた指摘されねばならない。　
ところで、本稿で用いる「個化」について一言述べておきたい。筆者は非正規労働者といった企業別組合から排除
された社会的存在を含んではいる。しかし、単に非正規労働者問題として考えているのではない。余儀なくされる単身赴任や自発的とされるサービス残業・長時間労働そして過 死・過労自殺に現れ 正規従業員たる も含む。
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すなわち、 「個化」とは、企業組織の強固な同一性への要請（強制（にさらされている労働者の「状態」を、とりわけその要請に収まりきれない異質な価値観を保持する「労働者」の「孤立」を指している。　
この「個化」は決して、一部の例外的な特殊問題ではなく、多様な価値観・人生観・労働観をもつ個人からなる市
民社会の下で画一的な強固な同一性の下に組み入れようと こととの軋轢の表れであり、それは多様性の否定であって自由な個人を社会の核と捉える市民社会の価値観と衝突する根本的な問題である。さらに労使関係にあって、企業別組合は、価値観の違いに悩む仲間を救えない主体としての「弱さ」によってあるいは企業の正規従業員として企業の強固な同一性を求める価値を共有していることから生じる異質性を排除する意識の「 さ」 よって、多様性を包摂しえない存在となってい 。以前、企業別組合は非正規労働者を正規従業員 入れることを求めて仲間とし 意識してきた。現在は、同一性を有さな 従業員を異質な「労働者」 益々「個 追いやって それは 労働組合が労使関係における主体として 地位 薄めることに っている いえ し、その分、労働者 「個化」深刻である。とはい 、その「個化」 た労働者 労使関係の主体に復活させうる も、人生観や労働観などでさまざまな価値をもちそれぞれの幸福を追求することを可能 す 労働者組織であ 。その役割 果た こ を期待されているのは企業 織を超え 組織であ 。　
また、国や地方の財政的危機状況の下、民間部門の活用が経済活性化をもたらすとして、主に地方自治体が福祉・
介護・保育など従来の公共サービスを民間に委託したり地域住民の参加 ボランティア 委ねたりする流れがあ 。その中にあっ 、公契約 一般価格入札制度は価格の低い ころへと流れ 受注した民間企業 下で働く労働者の活が脅かされる現状が露わになっている
（（
（
。
　
他方、公共サービスには、経済のグローバル、人口高齢化やワーキングプア問題などにと ない、就業支援や職業
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教育・訓練など様々な分野で新たな政策的対応が求められるようになっている。これらの新たな政策課題は「公共」の領域拡大であり、その対応には今までの中央官庁では限界があるといわれ、地方行政あるいは地域での政策が注目されている。また、その担い手として公共部門ではなく民間部門たとえばＮＰＯ ＮＧＯ、コミュニティ・ユニオン
（（
（
、
労働者協同組合
（（
（
などの労働者組織に期待が寄せられている
（（
（
。
　
こうした新たな状況を示す指標としての「新しい公
共
（（
（
」 。その担い手にボランティアが期待されているとはいえ多
くは労働関係に関わることから 主体たる労働組合さらに主体と深くかかわ 労働者組織に期待がかかっている。とくに、 使 ルール決定や実施・運用へ 参画が問われる。この流れは、労働組合に、従来型の団交中心・労働条件決定から企業を超えた産業別・地域別・職種別労働市場でのルール設定・実施への積極的な参画を促しているように思われる
（（
（
。
　
本稿ではこれら参画に関して、まず、職業能力養成を取り上げる。企業別でその従業員を対象とする職業教育では
流動化に対応するには限界があると考えるからであるが、なによりも職業能力養成が労使関係の一方当事者すな ち主体である労働者・労働組合の地位 実体化たらしめる源泉であるからである。外部市場 労働組合のルール設定・実施への参画の視点から検討する。ついで、公共サービスの拡大 伴う行政の役割の重要性に焦点をあてて、そこへの労働者・労働組合および労働者組織の参画を検討す
　　　　
＊
　
私たちは、金子先生を顧問に二〇一三年より、 「公契約研究会」を開催してきた。本研究会は、
全国的な公契約条例制定の動きをきっかけにして、国家法による労働条件規制と異なる地域の状況に応じた地に着いた労働条件規整の可能性を見るととも 、新しい公共の担い手がその の内実を埋めたり監視し
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たり、活動を展開している。従来にない新たな地域の公共を担う存在を検討しようとの趣旨による。今回、金子先生ご退職 機にこれまでの研究会活動を一通りまとめることとなった。本稿はその総論部分を企図するものである。しかし、内容は、筆者の思い入れに偏って述べてしまい、各メンバーの論考 位置づけは筆者の思い入れから見たところを述べたに過ぎな ものとな しまった。したが て、各論者の問題意識とは必ずしも一致しない この と お断りしておきたい。　　　　　　
メンバーは、金子征史法政大学名誉教授（顧問（
、浜村彰法政大学教授、永野秀雄法政大学教
授、大場敏彦流通経済大学教授 大原利夫関東学院大学教授、山本圭子法政大学講師、沼田雅之法政大学講師、水野圭子法政大学講師、宮崎由佳電機総研専任研究員、根岸忠高知県立大学准教授、松井良和中央大学講師そして筆者である。　　　　　　
また、 「公契約研究会」の活動は、法政大学大原社会問題研究所プロジェクトの一つとして、
同研究所からの助成を受けて行なわれた。感謝申し上げる。
二
　
職業能力養成への労働組合のかかわり──労使関係における主体たる労働者──
　
労使関係の主体として労働者を考える際頭に浮かぶのは、第一は、個別的労働関係における契約主体としての労働
者である。第二は、労使関係における労働組合の主体としての労働者である。第二の労働組合の主体としての労働者も含め、コアとなる労働者は、労働契約関係を典型に、企業組織に組み込まれ、指揮命令の下に従い労働する個別的労働関係の主体でもあ 。
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近代市民社会を経済的側面から見た表現である商品交換関係社会、その商品交換関係の全面的展開は自己の生活の
営みの一部を労働能力として売るしかない社会的存在（労働者（を雇用労働市場という商品交換関係に登場させた。労働市場にあって 者は、労働関係の主体として登場するとされるものの、主体としての実体は希薄である。　
しかし、そうであるとしても、労働能力という売る商品を私有し売らざるを得ない主体であることは確かである。
現実の企業は労働することができる能力（労働能力（そのものではなく現実の職務を遂行できる能力（職業能力、職務遂行能力（を必要とし、用いる。　
職業能力は労働者が対使用者関係において 主体性を確立するうえ 、また労使関係における対等性を確保するう
えで、欠くことのできない基盤で る。その職務遂行に必要な能力（職業能力（を使用 が養成すれば、その職業能力評価は使用者のコントロール下にあり、市場競争により価値は平均化するにしても、評価自体に労使関係の主体である労働者の及ぶ余地は少ない。　
歴史的にギルドや 種（職業、職能（別組合（
craft union （はその職業能力の養成（徒弟制の下、職人を養成（
と職種について、使用者が加わることを排除し独占す ことによって強力な力を得てきた
（（
（
。ギルドや職種別組合は職
業能力養成機関であったこと 、労使関係における主体とし 、使用者に対向できる対等性を つことができた。　
しかし、産業化の進展は、一九世紀末から二〇世紀初頭において、労働組合に大きな変化を強いることになる。す
なわち職種別組合から産業別組合への流れは、職業能力の独占を弱める機械化の進展 よ ものであり、労働者管理に関する使用者の直接管理への方向の反映でもあった。　
これによって、ギルド的な職業能力の独占は終わりをつげ、労働関係は実態として近代的な契約関係において捉え
られるものと り、労働関係は私的自治の領域として捉えられるようになった。その私的自治は関係当事者が関係に
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おける主体として対抗しうる存在であることを前提とする。しかし、労働関係は単純にそう語ることができない。すなわち、労働関係における私的自治は労使自治であり、そこには「私的」と表現される抽象性から「労使」と表現される具象性を有している。とはいえ、個別的にとらえられる限りで 、労働者は主体としての実体をもつには十分ではない。集団的に 使 を捉え、そこに法的保障を添 ることによって はじめて、労使関係における労働者・労働者組織は主体たる実体をもつことができたし、労使自治を語 ができた（協約自治（
。
　
こうした経緯をたどる中、労働者の唯一の売り物である職業能力の養成にかかわってきた労働組合の役割にも変化
がもたらされた
（（
（
。この点、二〇世紀初頭に世界経済の中心になったアメリカと対比して概観する。
（
（
　
アメリカの職業能力養成への労働組合のかかわり
（（
（
　
アメリカの職業能力養成は、一九世紀末から二〇世紀初頭において大きく変化する。当時は職業能力（技能（養成
をめぐる問題は、労使間の一大争点であっ 。　
かつて、熟練職人 仕事は れらギルドや職人組合が提供してきた。また、ギルドに端を発する伝統的な徒弟制は
職人を養成する機関でもあった。当時の職業能力は完全 職人（労働者（の所有でありギルドや職人組合 使用者の介入を排除し独占してきた。職人が職場を転々としても職探しに汲々 することのないようにインフラ 整備するとともに、組合は組合費の一部を職業訓練に充てて、職人の養成と供給ができ ように整備 た
（（
（
。熟練労働者は、一つ
の会社に安定的に長期間雇用されることに大きな価値を置く ではなく、自らの仕事につ て 己管理ができることに意味を見出していた。アメリカにあっては、職業能力養成は一貫して企業外にあり、労働者・労働組合がそれ 維持確保するこ で労使関係での対等性を維持することができた。
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一九世紀末から二〇世紀初頭、アメリカは生産システムが大きく変わる時期を迎えていた。作業の細分化・単純化
や職長（熟練職人（から人事管理部門への人事管理権限の移行をもたらしたテイラーシステム
（（
（
や今までの技術とは異
なる生産システムであるフォードシステムなど機械工業生産 進展によって、熟練した職人による生産管理システムは衰退しつつあった。　
それを支えたのは、ヨーロッパからの大量の移民労働者や南部からの黒人労働者である。かれらはギルドや職人組
合と関係なく時にはスト破り労働者として新たな生産システムを支える担い手となっ 。それは、使用者が熟練労働者の手にあった生産や労働者管理を使用者自 が直接おこなう体制 整 も であった。換言すれば、 種別組合（職能組合（の職業能力養成の独占が崩れることを意味した。クローズドショップを維持したい職種別組合とオープンショップ運動で労働組合排除したい使用者との対立と協調、労使関係におけるせめぎ合いの時であった
（（
（
。それは、
使用者が労働組合と並んで職業教育に対するコントロールにおいて対立できることを意味した。　
そうであるとはいえ、使用者自らが職業能力養成に取り組むことはそれに費やすコストとともに養成した労働者が
他の企業に移ることのリスクを抱えること もなる。そのリスクを抱え込むよりも労働組合と協調 てリスクを回避するのが労働組合による職業能力養成の歴史からいっても現実的である 考えられた
（（
（
。また、労働組合の側も事情を
抱えていた。すなわち、職業能力を独占するには工業化の進展に伴う必要な基礎学力の高度化 対応できないとの事情である。結局、 と企 は職業能力の養成について労使協調し、基礎学力について公教育 その役割を求める一方
（（
（
、他方、労使は職業能力養成では、共同して運営に関わり多様なプログラムを実施していくことになる
（（
（
。
　
現在アメリカでは、職業能力養成は、主に民間で労使共同による養成機関によって行われている
（（
（
。そのように企業
外での職業能力養成が整っていても、さらに最近、職業能力 への重要性への認識が深まっ いる。一九八〇年代
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一〇
のアメリカ経済の失速からの回復に能力の付加価値を高めることが重要であるとの認識からである。それは一九九二年の大統領選挙での争点にもなり、一九九八年労働力投資法（ＷＩＡ（
（（
（
の制定になった。
　
そのつけるべき付加価値は地方によって異なる。地域によって産業には特色があり、つけるべき付加価値に適合す
る職業教育プログラムにも違いがある。地域にその策定をゆだねるのが妥当であると考えられる。ＷＩＡはその地方組織の権限を強化し、地方組織 メンバーに労使の代表を参加させている
（（
（
。ここにも労使が共同して職業能力養成に
あたる点が注目される。また、地方にそのプログラム策定・運営に関し 実質な権限をゆだねた点に注目するべきあろう
（（
（
。（
（
　
わが国の職業能力養成への労働組合のかかわり
　
アメリカでは、労働組合（職種別組合（が全国的なネットワークを背景に、職業能力を背景とする職業独占を有し
独占を維持するうえで重要な職業能力養成についても独占してきた。それとは対照的なのがわが国であ といってよいであろう。　
わが国では、近代的な労使関係の下での 業能力の養成は、一九世紀後半、近代化・工業化がおこなわれる際、富
岡製糸場や八幡製鉄所に代表される官営工場において、外国から導入した技術を習得するために外国人技術者による教育に始まる。技術者養成の職工学校は など企業に敷設された。 かし、職工学校出身の技術者は、その当初においては、実際の地場産業として発展してきた技術を知らず技術も力不足 あった。そのため、近代化 初期は、わが国従来からの地 産業技術 担ってきた技能工（親方（である職人がこ を支えて す わち 当時の多くの地場産業を支える工場は間接管理 と い （とらざ をえなかった（
（（
（
。この点は、背景は違いこそすれ、日米
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両国の当時の使用者は労働者を従業員として直接管理することができなかった点では同じである。しかし、わが国の技能工（親方（は都市ごとに組合 作っていたに止まり、またヨーロッパのギルドのようにネットワークを広げることもしなかった。わが国は、技能工がその強固なネットワークを利用して渡る ではなく、個々に行われ職に就くのもオープン 環境 下にあった
（（
（
。つまり、職種別組合には仕事に就くことを規制する職業独占の力は弱かった
（（
（
。それ
は一九二〇年代初めまで相当存在していたようである
（（
（
。
　
技能工が渡り職人として職場を転々として技能を磨くのは、賃金がそれによって増えるからであり、当時の賃金体
系は勤続年数よりも技能であ
（（
（
。ただ、オープンな労働市場において、賃金交渉は職種別組合があれば設定するで
あろうがそれを欠き、技術評価基準を欠いた
（（
（
。これらは個人単位で決まった。そのような労働市場では、労働者は客
体化する。　
産業が発達すると、半熟練・不熟練労働者不足に陥る。それを解消するために、企業の労務管理者が採用活動する
必要がわが国では、あった。欧米のような強固な組合ネットワーク（独占（ 影響力はあまりなく、一部例外を除いて、企業 直接労働者を雇用・管理する体制が敷 れていた
（（
（
。その労働者といえば、都市住民化するのはまだ多くは
なく、労働者は農村からの供給で多くは年季奉公の出稼ぎ型が生産を支えてきた
（（
（
。
　
二大大戦間には、大企業では社内職業訓練を実施し、職業経験のない若者を定期採用し、職工は成人から中途採用
するシステムがほぼ出来上 っていた
（（
（
。つまりは、職種別組合による職業教育や中間管理による職業独占はほとんど
有効ではなかった。　
また、大戦間の不況は、職工に安定した雇用すなわち長期の定着を求めるよう なった。 着しない職工への対応
に苦慮してきた企業にとっ 年金制度や各種福利厚生制度 職業訓練制度と っ 対策がようやく有効になっ
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一二
てきた。他方、企業は職種別組合の力が相対的に弱い中
（（
（
、景気の動向によって自由に解雇することもできた。第二次
大戦直後の人員整理に対して、レイオフの考えをもたなかったわが国の労働組合は、解雇反対で対抗するのみで解雇と再就職を結ぶ道筋を構築する機会を我が物にできなかった
（（
（
。また、わが国労働者・労働組合は企業を超える機会を
容易に見出すことができなかった。　
わが国労働組合は、連帯を支える強固な職業独占のないままあるいはオープンな市場であることから企業を超えた
労働者間の連帯意識は運動論としてはともかく実態的には弱いまま、第二次大戦直後の激動期に入っていったように思われる。ほどなく、わが国の労働組合 正規従業員（工員も職員も（で組織する単一組合すなわち企業別組合に収斂していく。企業を超えて組織される労働組合は一般合同労 や海員組合とい 数えるくらいしかなく、産業別組織は圧倒的に企業別組合の連合体である。　
わが国でも企業別を超えた労働組合の形成・発展を模索しなかったわけではない。地域あるいは職種別組合の結成
が一九五〇年代に当時のナショナルセンター総評やその地方組織（地区 （を通じて、 され 。いわゆる 同 組の活動である。しか 、合同労組の活動は 自生的な運動というよりも総評などの全国 織の「上からの働きかけ」によるところが大きく運動自体もその「上からの働きかけ」に左右され こと 組織化 対象が中小企業で働く流動性の高い労働者 ったこと、結成・組織維持に要する諸経費などに対処でき だけの財政的基盤を欠 ことなどにより、停滞していった
（（
（
。
　
その後、わが国は高度経済成長の下に膨大な中間層を形成した。その中間層のもたらす消費は内需としてわが国を
世界の主要な経済圏へと押し立て 基盤の一つとなった。それを実現した日本型雇用システムは長期安定雇用、年功型賃金体系、企業別労働組合 われ ように正規従業員を核とする。安定雇用 中間層が多く出現したこと 長期
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）

一三
的な研究開発・技術革新や経営方針の展望を開くとともに、中間層の広大な需要がその成果を吸収した。　
わが国雇用社会は長い間正社員に限ってではあるが、長期安定雇用の下で従業員として安定し、従業員はユニオン
ショップにより違和感なく組合員でもあった。しかし、バブル崩壊以降の長期不況の下での経済のグローバル化の進展に伴って、それに対応すべ 様相は変わりつつある。経団連の指導する「新時代の『日本的経営』
」
（（
（
はその大きな
方向性を唱えるものである。また、 「多様な正社員」 、 「多様な働き方」や「ジョブ型正社員」など、日本型雇用システムを根本的に見直す新たな働き方が提唱されている。産業競争力会議「雇用・人材分科会」中間整理
（（
（
もその一つで
ある。　
日本型雇用システム変化の底流には、経済のグローバル化や企業運営の変化（株主主体・短期収益（がある。これ
によって、労働市場は流動化を余儀なくされ企業レベルでの長期安定雇用（正社員（はコア部分に限られることになった。高度専門職以下の一般職は景気や技術革新、構造変化とともに、流動化することとなる。　
企業別労働組合は大企業の正規従業員で組織され パート・アル イト・契約社員・派遣社員などの非正規労働者
や失業者などは企業別組合の対象外となる
（（
（
。企業別組合の組合員は従業員としての同質性であり、職業能力によって
生きる労働 の観念は二次的である。企業別組合の組合員は、成果主義人事管理や成果主義賃金、裁量労働などの人事管理の下、従業員としての同一性を強固に求められ、労働者としては個化し、労働組合は会社の組織に組み込まれる。つまり、ないも同然になる。そうなれば、益々労働者としては個化でしかない
（（
（
。他方、非正規労働者も企業別組
合の対象外であり、 として個化している。企業別 組合は従業員（組合員（の能力養成に関心は払っても、労働者としての職業能力養成に乗り出すことには まり関心 示さなかっ
（（
（
。
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一四
（
（
　
新しい公共と職業能力の養成
　
わが国労使関係は、経済のグローバル化、少子高齢・人口減や非正規・正規労働者間の格差の固定化に伴う多くの
課題を抱えている。さらには、テクノロジーの発展は、雇用の二極分化を進めるといわれる。一方は創造的な仕事、他方は肉体労働であ
（（
（
。テクノロジーの発展を支える職業教育の果たすべき役割はますます重要になっている。しか
し、それ もはや高度経済成長期の厚みのある中間層を生み出すことにはならないであろう。絶え間ないテクノロジーの開発への圧力に応 ようとする労働者の姿は下層化圧力に対する水鳥 水面下の足にも似たもがきでしかない。　
とはいえ、喫緊の課題は、非正規労働者の継続した安定雇用の確保や企業再編に伴い離職した労働者の就業支援を
支えるに必要な職業教育・訓練さらには若年者や女性への職業教育・訓練などついてである。新しい公共は、それらへの対応が期待されている。これらの課題 、 「公共」 領域拡大でもあり今までの中央官庁ではその対応に 限界がある。それに代わる地方あ いは地域での政策が注目される。また、その政策実施の担 手として 公共部門でなく民間部門たとえばＮＰＯ ＮＧＯ、コミュニティ・ユニオン 労働者協同組合などの労働者組織に期待が寄せられている。　
こうした新たな状況を示す指標としての「新しい公共」 。労使関係に関わることから、その主体たる労働組合さら
に主体と深くかかわる労働者組織 期待がかか は、職業別あ いは地域別労働組合を中心に、従来型 企業別団交中心・労働条件決定から離 、したがっ 従業員の同一性から 異質な労働者を糾合しつつ実は従業員 呪縛から解放された「 者」の視点に立って、外部労働市場のルール設定・実施に向けた積極的な参画 促してい ように思われる。
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）
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一五
　
アメリカでは、民間の職業訓練機関を労使が共同して運営している様子を知ることができた。労使関係の主体が個
別の企業を離れたところに設置している点が興味深い。労使共同して職業能力の養成にかかわるのは労使自治の延長でとらえることもでるが、職業教育の提供という点からは中央や地方行政から離れた民間機関のおこなう公共的な役割である。新しい公共 あるといえよう。　
わが国では、中小企業の労働者あるいは非正規労働者にとっては転職・再就職に向けて身に着ける職業能力養成の
機会は自らが勤める企業に求めるこ もできず職業訓練校などあると いえあまりにも乏しい。多くの大企業も、グローバル化のなか正規従業員へのＯＪＴやＯＦＦ─ ＪＴと った社内研修のコスト増に耐えられなくなっている。労働市場の流動 は、従来の国家による政策対応によらない新し 公共サービスでの政策課題への対応を提起し　
そのような状況にあって、労働組合が職業能力養成にかかわっているのは、企業別組合の連合体であり企業別を超
えた団結体である電機連合の「電機産 職 アカデミー
（（
（
」である。本アカデミーは二〇〇三年に、電機連合傘下の企
業別組合に所属する組合員のエンプロイアビリティを身に着けるために設置され 。当時はバブル崩壊後の不況の下、組合員が勤務する会社も苦境にあえぎ企業編成再構築にあたって転 も可能となるキャリアを形成するアカデミーに、協賛する会社もあった
（（
（
。その意味では、労使協調しての職業能力養成ともいえるであろう。
　
その後のアカデミーは、傘下企業別組合がキャリア支援を組合員に対しておこなうキャリア開発推進者の養成にシ
フトしている
（（
（
。受講対象者は電機連合傘下組合員に止まる。最近では開発推進者による新規セミナーの実施が低調で
あるといわれる
（（
（
。こうした現状はアメリカと著しく異なり、わが国では労働組合自らが労使関係の主体であるとの観
点から職業能力養成を積極的に推進していないといわざるをえない
（（
（
。
　
個化した労働者の職業能力をどこで養成し、労働者の自主性を対使用者関係において確保す とによって、労使
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一六
関係の主体として登場できる素地を作るのか。期待されるのは、新しい公共としてのＮＧＯ、ＮＰＯ、産業別組合・一般労組やコミュニティ・ユニオンである。これらの諸機関が、労働組合本来の役割としてあるいは労働者組織が労使の間に入って、個化 た労働者の職業能力の養成と雇用の場の確保を図ることが期待される。
三
　
新しい公共と公契約
（
（
　
公契約を議論する意義
　
国や地方の財政的危機の下、民間部門の活用が地域経済活性化をもたらすとして、主に地方自治体が福祉・介護・
保育など従来の公共サービスを民間に委託したり住民ボランティアに委ねたりする流れがあ 。　
かかる公契約は古くからの公共事業などの公共調達の場合も含めて、通常、一般競争入札制度 よってなされてき
た。それは税金を使うため無駄使いできないからといわれる。このことが、行き過ぎて、たとえば一円といった予定価格より大幅に低廉な価格を提示する業者と契約するほうへ 流れ、受注した民間企業の下で働く労働者労働条件の低下が生活を脅かする現状が露わになって る
（（
（
。行政もこれを憂慮して、公共調達の適正化について、一定の措置を
講じている
（（
（
。とはいえ、行き過ぎた廉価に対する有効な歯止めというには限界がある（後述（
。
　
他方、公共サービスは、経済のグローバル化、人口高齢化やワーキングプア問題などが、就業支援や職業教育・訓
練などに新たな政策的対応を求め ようになっている。これらの新たな政策課題は「公共」 領域拡大であ そ担い手として、地域のＮＰＯ、ＮＧＯ、コミュニティ・ユニオン、労働者協同組合など非営利の労働者組織に期待がかけられている
（（
（
。しかし、前述した公契約をめぐる弊害は新しい公共と期待されるこれら労働者組織も例外ではない
（（
（
。
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）
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一七
非営利とはいえ労働条件を下げる圧力のもとにあることには変わりない。　
他方、ＮＧＯ、ＮＰＯやコミュニティ・ユニオンなどには、今まで不十分だったり空白領域を埋める役割を果たす
ことが期待されても る。たとえば、適正な労働条件が確保されているかを調査したり監視したりする役割である。公共調達を受注した企業のその公共事業に従事する労働者（組合員（の労働条件についてコミュニティ・ユニオンが団体交渉を申込み拒否され不当労働行為 案となって争われる例などがある
（（
（
。
　
公共調達を受注した業者（各種団体（が受注した仕事を行う労働者の適正な労働条件を確保していることを確認す
るのは、公共を担いあるいは政策実現を図る 政の責務である。ＮＧＯ、ＮＰＯやコミュニティ・ユニオンなど労働関係の周りにある組織が公正さを確保するう で外部による監視としてかかわることが期待される。 くつかの地方自治体が公契約条例を制定して注目されてい
（（
（
。しかし、外部からの公正さを確保するための監視は案に止まってい
る
（（
（
。新しい公共の担い手は、公契約に関して適正な労働条件決定や遵守の監視に参画することが期待される。
　
公共調達（公契約（を通じて 地方行政が受注した業者の下で働く労働者 適正な 条件を確保する点について
検討する
（（
（
。その前に労使による地域の自主的な適正労働条件決定制度について見ておく必要がある。以下、検討する。
（
（
　
労働協約と政策的規整
　
わが国では、労使によって決定した労働条件が企業を超えて一定地域のルールとなる方法がある。労組法一八条
定める規定で、一定の条件を満たす労働協約に定め 労働条件基準が一定地域 同種の労働者の労働条件に適用されることを認める制度である。地域的拡張適用とか地域的一般的拘束力とか呼ば 。本条 由来はほぼ明確であるいわれ、ドイツ一九一八年労働協約法に端を発して現在 至っている される
（（
（
。本条は公共調達を受注する企業とそ
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一八
の労働者にも適用されうる規定であり、地域の労働条件決定に企業を超えた労働組合の参画することが想定されている。　
その趣旨は、一定地域で支配的労働条件（労働協約による（をその地域の同種の労使関係の公正な労働条件基準と
みることとして、労働条件の引き下げ競争を排除するところにある
（（
（
。最低基準の定立により、それを下回る労働条件
での労働能力商品 ダンピングを回避し労働者の生活を労働能力商品の安売り競争から切り離し原材料など他の部分やより優れた労働能力 確保の部分で企業間競争をおこなうのが公正な競争であるというところに、生存権理念による「労働は商品ではない」 観念と産業平和＝秩序ある競争の両立 企図されたといえよう。　
本条による拡張適用は労働委員会決議によるが、それは総会に付議する事項となっており
（（
（
、総会には公益委員だけ
ではなく、労働者委員、使用者委員も参画する。本条は協約自治 拡大 うえで、一定の政策目的による制度である
（（
（
。もっとも、企業別協約が圧倒的なわが国においては本条が活用される余地はほとんど いまま現在に至っている。
　
しかし、本条が範を求めたドイツでは、公共通達入札に際して、種々の立法によって受託企業やその下請け企業に
対して、当該地域に適用される協約上の 条件を 保障する旨の宣言 義務付ける「協約遵守」宣言をするよう義務付けている。わが国よりも地域の労働条件定立に 組合 参画が現実的に機能している。最低基準とする産業別協約とそれによ 労使自治の伝統を汲 使自治によって遵守されるの 基本ではある。　
ところが、そのドイツでは、協約自治の適用化にないサービス業などの増加 協約自治の適用範囲を狭めている
という。その結果、協約遵守宣言を受託企業に課す「競争宣言禁止法」などの立法による後押し
（（
（
を必要とするように
なった。　
そうであるとしても、 「協約遵守」宣言を義務付けることは、協約自治の点でルール設定への労働組合 参画の重
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）

一九
要性や尊重を見ることができる。
（
（
　
行政による政策実現への新たな公共のかかわり
　
行政が公契約を通した公共調達の際に労働法の遵守や雇用平等政策の実施や遵守などを契約条項に盛り込むあるい
は応募資格にその政策を達成していることを求めるなどして、法や政策実現を図ることはよくみられる。行政活動の分野 広く、その実効性は高いからであ 。しかし、わが国では 一部を除き、入札参加や落札の際に法令遵守を確認的に問う程度の緩やかなチェックにとどまっている。こうした背景の下で、公共事業に従事する労働者の労働条件の低下が問題になっている
（（
（
。
　
また、行き過ぎた競争入札の弊害を防止することを目的に二〇〇九年制定された公共サービス基本法では一一条で、
安全かつ良質な公共サービスが適正 つ確実に実施され ように、公共サービスの実施に従事する労働者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備 関し必要な施策 講ず 努力 国や地方公共団体に求めてい 。しかし、総合評価方式による入札では、破格の廉価で入札すれば ポイントが得られ、労働環境等 ポイントが高くても追いつけない。これでは入札価格 ダンピングを回避できず受注業者の下で雇用さ る 者の労働条件の著し 低下への懸念は払しょくされない。　
他方、諸外国では、政策実現のより良い方法として積極的に公契約を活用してきた。たとえば、アメリカでは、公
共調達などの公契約に関して、連邦政府が雇用差別是正・平等政策実現のために、大統領命令を出して労働省内 連邦契約遵守局（ＯＦＣＣＰ（を設置し、人種差別状態を解消する積極的差別是正措置を講じ 誠実に履行することを入札条件とする して、民間の雇用差別の解消に向けて強力にリードしてきた
（（
（
。
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建設工事にかかる連邦政府発注の工事に関する賃金について当該地域における多数労働者に支払われている賃金が
支払われるよう求める一九三一年デービス・ベーコン法もまた、公契約にかかわる労働者の労働条件を規整するし、それには労働協約つまり組合によるルール決定への参画が配慮されている。現在にもつながっている。　「新しい公共」との関連では、連邦レベルではなく地域に密着した政策が注目される。アメリカでは、リビング・ウェイジ（生活できる賃金
living w
age （という考えが九〇年代半ばから徐々に広がってい
る
（（
（
。アメリカにも連邦法
に一九三八年公正労働基準法があり、最低賃金制度が設けられている。しかし、最低賃金額は一九六八年からごろから物価水準を下回りはじめ最近に至っては実際とあまりにもかけ離れた低い最低賃金額
（（
（
で、最低賃金というセーフテ
ィネットの役割 果たさなくなっていた。リビング・ウェイジ運動はこ ような背景のなかにあって、その運動の推進主体は、ＡＦＬ─ ＣＩＯに属さない組織化の狭間にいた労働者を組織化した新し タイプの組合でありそれと連携する労働ＮＰＯであった
（（
（
。
　
リビング・ウェイジ運動によってアメリカで最初に「生活できる賃金」の考え方を条例化したのは、一九九四年の
ボルティモア市である。以降、カリフォルニア どの州の
（0の市や郡で条例化がなされた。同条例の多くは公共調達
で市などの事業を請負った業者がその調達した業務を行う労働者の賃金を、連邦法の最低賃金を上回る賃金（生活できる賃金（を条例で定め、それを下回らないことを請負った事業主に守らせるものである。また、委託事業を新たに受注した事業主がその前に委託事業で働いていた労働者を雇用す よう義務付けて い （継続雇用義務（
（（
（
。
（
（
　
新しい公共と公契約条例
　
わが国では、具体的に賃金などの労働条項を定める公契約条例が、二〇〇九年に野田市で制定されて以降、川崎市、
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）

二一
多摩市、相模原市など各地に広がって一四ほどになっている
（（
（
。これ以外に賃金などの労働条項をもたず、公契約の理
念や「適正な労働条件の確保をうたう基本的なもの 止まる条例もある。また、適用対象もさまざまで、すべての業務委託とする高知市公共調達基本条例から建設に特化する渋谷区公契約条例もある
（（
（
。さらに、違反行為への対応に関
して、ない ころもあれば、是正勧告に止まるところから契約の解除に止まらず違約金の徴収を定めるところもある。　
賃金支払いに違反した受注業者がその下で働く労働者の賃金が条例で定める賃金を下回った場合、その下回る賃金
の差額を支払わせるのは、公契約条項に定めるところから当然のことと考え が、興味深いのは いくつかの公契約条例において、受注業者が下請に回してその下請業者の下で就労した労働者の賃金が を下回る場合に受注業者（元請（と下請業者とが連帯してその差額を支払う責任を負うと定めていることである。生活できる適正な賃金の確保を目的とする公契約条例の目的に沿うといえる。　
本稿の視点である労使関係のルール設定や監視への労働組合等労 者組織の積極的な関与に注目する点からは、以
下の点を指摘するのが適切である。す わち、報酬（賃金（ 関す 項を設け いる条例では、野田市は市長が市一般職員給与、建設保全業務労務単価等を勘案して決めるのに対して、それ以外は労働者代表、使用者代表 公益の三者からなる審議会方式で調査・審議して、各々の首長や が決定することになっている
（（
（
。ここに、地域における新
しい公共の役割すなわち、労働組合や 働関係諸団体、ＮＰＯなど 団体が労使関係 おけ ルール設定 関与し参画し監視する役割を明確にし 果たしているということができる。労働者代表、使用者代表そして公益（第三者（が審議することは公正であり適正な労働条件の確保が期待できるとす にふさわしいからであると考え 。　
賃金条項を設けている条例について、いくつか課題として挙げられていることがある。公共工事に関して、公共工
事設計労務単価が参考にされてい 条例が多いが、下落を続け 設計労務単価を基準とすることに疑問が呈され
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る。また、業務委託に関しては、委託する業務の職種別・地域別に賃金を設定しようとする場合、公共工事設計労務単価のような一律の基準となる指標がないというも である
（（
（
。
　
確かに、生活できる賃金の確保という視点から賃金水準をどのように設定するかは悩ましい課題である。客観的指
標が説得力を持つといわれることからすれば それぞれの地域の公共工事設計労務単価、当該地方自治体職員の給与、物価指数や賃金指数が参考にされるこ は予測できるし、多くの公契約条例にもその点を踏まえて定められてきている。　
しかし、客観的指標だけで公正・適切だと評価されるべきではない。審議・決定あるいは妥当とするうえでの労働
関係の主体の参画が、納 を得 観点から重要である。労働条項や報酬（賃金（条項であることから、労使関係の主体が決定に参画しそれらをまとめる公益（第三者（を加えた場＝審議会でなされることが、その公正さや適切さを保障していると考え ことを妥当たらしめ と考える。　
また、公共調達の事業に従事する労働者の継続雇用を、受注事業者が変わっても維持するよう公契約で義務付け
ことも地域の雇用を確保す うえで重要である。　
以上のようなところに、企業を超えた地域別・産業別労働組合の役割を見ることができる。従来型の団交中心・労
働条件決定から外部労働市場で ルール設定・実施への積極的な参画であ 。そして、監視の役割であ 。
四
　
終わりに
　
わが国労使関係において、企業別組合の限界が言われて久しい。かといって、労使関係における主体 しての個別
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）

二三
労働者が個化する中、労働者組織はその主体としての役割を果たすことが期待されてもいる。益々、企業外の地域別・産業別・職種別あるいは地域別労働組合はもとより、コミュニティ・ユニオン、ワーカーズ・コープやＮＧＯ、ＮＰＯなどの労働者組織の役割が期待されている。　
他方、公共サービスは、経済のグローバル、人口高齢化やワーキングプア問題などが、就業支援や職業教育・訓練
などに新たな政策的対応を求めるようになっている。これらの新たな政策課題は「公共」の領域拡大であり、今までの中央官庁では限界があり、地方行政 での政策が注目される。また、その担い手として上述した労働関係諸組織に期待が寄せられている。その期待とは、 「新しい公共」に関わる、労使関係の主体たる労働組合さらに主体と深くかかわる労働者組織による 使関係ルールの決定や実施・運用へ 参画である。こ 流れは、 に、企業内労働組合によ 従来型の企業別団交 労働条件決定から、地域別・職種別の労働者組織による外部労働市場でのルール設定・実施への参画・監視への役割を促してい 。　
本稿ではそのような観点から、職業能力養成、公契約へのかかわりを見てきた。そのかかわり方にはひとつの確信
がある。それは、現代における労働者は多様な価値をもち各々の追い求める幸福もさまざまであ 。このことを雇用社会・労使関係は承認し、労働者を主体と認め、包摂し共生していかなくて ならな と うことであ　
これをどのように確保していくかであるが これからは、外部労働市場で ルール設定・実施へ 積極的な参画に、
企業別を超えた 働組合 もとよりその周辺 ある労働者組織が確保の担 手とし という点にあ ように思われる。
（
（
　
平成二七年版労働経済の分析二四一頁、付
（─ （
（
─
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「第三章能力開発」 、仁田道夫・久本憲夫編『日本的雇用システム』 （ナカニシヤ出版
　
二〇〇八（
、一〇七頁。アンドルー・ゴードン・
前掲注
（（書、一二二─一二八頁。
（
（0（　
一九二〇年代、大企業は労働組合を企業から放逐するのに成功している。アンドルー・ゴードン・前掲注
（（書、二一四─二四〇頁。
（
（（
　
アンドルー・ゴードン・前掲注
（（書、三七二─三七三頁。
（
（（
　
浜村彰「合同労組からコミュニティ・ユニオンへ」 、浜村彰・長峰登記夫編著『組合機能の多様性と可能性』 （法政大学出版局
　
二
〇〇三（一七頁、二三─二八頁。
（
（（
　
日本経団連の提言。新 日本的経営シス ム等研究プロジェクト編著『 時代の「日本的経営」 』 （日本経営者団体連盟、一九九
五（
（
（（
　
二〇一三年一二月、
https://w
w
w
.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/bunka/koyou/dai（/siryou（.pdf
（
（（
　
橋元秀一「非正規従業員の組織化の動き」 、坪郷實・中村圭介編著『新しい公共と市民活動・労働運動』 （明石書店
　
二〇一一（
、
一四四頁。
（
（（
　
小川慎一・山田信行・金野美奈子・山下充著『 「働くこと」を社会学する産業・労働社会学』 （有斐閣アルマ
　
二〇一五（
、九〇頁。
（
（（
　
拙稿「能力形成と労働組合」労判一〇八三号二頁。同「労働市場の変化と労働組合の役割」 、浜村彰 長峰登紀夫編著『組合機能
の多様化と可能性』 （法政大学現代法研究所
　
二〇〇三（
、八五頁。
（
（（
　
エリック・ブリニョルフソン、アンドリュー マカフィー著、村井章子訳『機械との競争 日経ＢＰ
　
二〇一三（
、七八─一〇〇
頁。
「新しい公共」の担い手たる労働者組織（藤本）

二七
（
（（
　
拙稿「労働市場の変化と労働組合の役割」 ・前掲注
（（論文、八七─八九頁。
（
（0（　
二〇〇八年当時、協力企業一二社。高崎レナ「紹介・強い個人を創るために」日本労働研究雑誌五七七号七一頁（二〇〇八（
、七
二頁。
（
（（
　
岡本昌史「電機産業職業アカデミーの取り組みと今後の課題について」連合総研レポート二五七号九頁（二〇一一（
、九頁。
（
（（
　
岡本・前掲注
（（論文、九頁。
（
（（
　
鈴木宏昌「職業訓練再構築の方向性」連合総研レポート二五七号四頁（二〇一一（
。
（
（（
　
佐々木・前掲注
（論文。原田・前掲注
（論文、
（（頁。小畑精武著『公契約条例入門』 （旬報社
　
二〇一〇（
、三〇頁。
（
（（
　
財務省「公共調達の適正化について」財計第二〇一七号（平成一八年八月二五日（
。
 概要は、以下。
http
://w
w
w
.m
of.go.jp/ 
budget/topics/public_purchase/koukyou/koukyou_0（.htm
。
（
（（
　
阿部・前掲注
（論文、六─九頁。
（
（（
　
たとえば、地方自治体の労働福祉事業を受注する各種協議会。
（
（（
　
本号掲載の山本論文はこの点を扱っている。山本圭子「日本における公契約と集団的労使関係の課題」 。
（
（（
　
上田絵理「公契約条例の意義」 、鵜飼良昭・徳住堅治・井上幸夫・鴨田哲郎編『労働者 権利』 （旬報社
　
二〇一五（
、二三─二四
頁。斉藤徹史「公契約条例の意義・規律・展望」経済調査研究レビュー一二号二六頁（二〇一三（
。勝島行正「公契約条例の到達点と
今後の課題」自治総研四一一号二七頁（二〇一三（
。古川景一「公契約規整の到達点と課題」季刊労働者の権利二九〇号八四頁（二〇
一一（
。
（
（0（　
小畑・前掲注
（（書、七九─八六頁、九〇頁図参照。
（
（（
　
松井祐次郎・五十嵐恵「
ISSU
E
 B
R
IE
F
公契約における労働条項」調査と情報七三一号一頁（二〇一一（
。
http
://w
w
w
.ndl.go.jp/
jp/diet/publication/issue/pdf/0（（（.pdf 。本号掲載の水野論文は、フランスの公契約について、その歴史から現在の法制度、労働条件
決定、労働組合の役割など広範囲に検討する。水野圭子「フランスにおける公契約」 。
（
（（
　
菅野和夫著『労働法第七版』 （弘文堂
　
二〇〇五（
、五三五─五三六頁。西谷敏著『労働組合法第三版』 （有斐閣
　
二〇一二（
、三七
三頁。
（
（（
　
菅野・前掲注
（（書、五三五─五三六頁。西谷・前掲注
（（書、三八四頁。熊沢誠著『労働組合運動とはなにか』 （岩波書店
　
二〇一
三（
、二二─二七頁。
（
（（
　
労働委員会規則五条一項一号、二項一号。
法学志林
　
第一一三巻
　
第三号

二八
（
（（
　
西谷・前掲注
（（書、三七四頁。
（
（（
　
根本到「ドイツにおける最低賃金規制の内容と議論状況」日本労働研究雑誌五九三号八四頁、八七頁（二〇〇九（
。
（
（（
　
前掲注
（（、
（（の論考等を併せて参照。
（
（（
　
拙著『米国雇用平等法の理念と法理』 （かもがわ出版
　
二〇〇七（
、四七、六一、二八五、二九〇頁。相澤美智子著『雇用差別への
法的挑戦』 （創文社
　
二〇一二（
、一一八─一二四、二四三─二四四、二九五─三〇〇頁。
（
（（
　
Ｃ・ウェザーズ・前掲注
（0書、一六〇─一六三頁。
（
（0（　
アメリカ連邦法で、現在、時給七、二五ドル。二〇〇七年以降変わっていない。ウィキペディア各国の最低賃金の一覧」参照。最
近では、市などでは、最低賃金（時給（を一五ドル（一八五〇円（に引き上げる条例が可決されている。田中めぐみ「最低賃金一八〇〇円条例が次々可決される米国、施行された都市では何が起こっているのか」ヤフー！ニュース（二〇一五年七月二九日一三時二七分配信（
（
（（
　
小畑・前掲注
（論文。Ｃ・ウェザーズ・前掲注
（0書、一六〇頁。山崎憲「アメリカの労働組合の地域連携」労旬一八五二号一九頁、
二三─二四頁。
（
（（
　
本号掲載の沼田論文が取り上げているテーマである。沼田雅之「公契約規整の到達点と社会的価値実現の可能性」 。
（
（（
　
たとえば、上田
（（論文、二七─二九頁。小畑氏によれば、野田市公契約条例制定以降二〇一四年までで、一六の条例が制
定されている。小畑精武「公契約条例のひろがりといくつかの課題」労旬一八二〇号四七頁、四九頁。連合東京「公契約条例内容比較」 、二〇一四 一一。一二 シンポジュウム
　
インターネットより収集。連合東京のスライドによると、県を除いて一四件。
小野論文との数字の差は、集めた時期が二〇一四年三月 九月まで 差で連合東京の方が二件多いが、連合東京は賃金などの労働条項をもたない条例四件を数えていないことによる。連合東京の二件を小畑論文に加え、そこから労働条項のない四件を引けば一致する。
（
（（
　
連合東京・前掲注
（（スライド、四─九頁。
（
（（
　
連合東京・前掲注
（（スライド、一〇─一一、一四─一五頁。
（
（（
　
松井・五十嵐
（（論文、一一頁。
http://w
w
w
.ndl.go.jp/jp/diet/publication/issue/pdf/0（（（.pdf
